
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告

特定非営利活動法人 家 づ く り援 護 会

1 事業の成果

相談事業としては、電話 O FAX・ メールにより全国から 146件の相談を受けた。

検査 。測定事業も主に首都圏において実施し、需要者の安心と問題の解決に向けたサポー ト

ができた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 4,319 】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

党盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

検査・測定事業 欠陥住宅予防検査 R2.10。 15 新宿区 1人 一般需要者 1人 96

検査・測定事業 欠陥住宅予防検査ほか R2r10。 15 大阪府 1人 一般需要者 1人 201

検査・測定事業 出張相談 R2.11.15 神奈川県 1人 一般需要者 1人 5

疋 訳 に記 取
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

今期はその他の事業は行わなかった。



(1)特定非営利活動に係る事業

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千

円)
人数

検査 0測定
事業

欠陥住宅予防検査ほか R2.11。 15 八王子 1人 1人

検査・測定
建築請負契約書チェック R2.11。 15 京都市 1人 1人

事業

検査 0測定
事業

工事再開打合立会 R2.11。 15 川崎市 1人 1人

検査・測定
事業

10年 目点検 R2.11.15 宇治市 1人

検査 測定
出張相談 R2.12. 堺市

′
０

事業

検査・測定
事業

内覧立会検査 R2.12. 新宿区 一般需要者 ６
０

９
“

検査・測定
事業

欠陥住宅予防検査 R2。 12.15 茅 ヶ 1人 一般需要者
ｒ
０

７
‥

検査・測定
事業

欠陥住宅予防検査 R2.12.15 足柄上郡 1人 107

検査・測定
事業

立会検査 R2.12.15 松戸市 1人 1人

検査・測定
事業

陥住宅予防検査ほか R2.12.15 横浜市 1 1人 131

検査・測定
事業

断熱材剥がし立会 R2.12.1 川崎市 1人

検査・測定
事業

10年 目点検 R3.1.15 守日市

検査・測定
事業

欠陥住宅予防検査ほか R3.1.15 京都市 一般需要者 113

検査・測定
事業

欠陥住宅予防検査ほか R3.2.15 世 田 1人 112

検査・測定
事業

1人 1家づくり相談ほか R3.2.15 杉並区

一般需要者

22



(1)特定非営利活動に係る事業

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千

円)
人数

検査・測定
事業

中古住宅診断 R3.3。 15 川越市 1人 1人 27

検査・測定
事業

築10年 目点検 R3.3.15 和光市 1人 1人 27

検査・測定
事業

R3.3.15 中央区 1人

検査・測定
中古住宅診断 R3.3.15 コヌ

日 1人 45
事業

検査・測定
築10年 目点検 R3.3.15 世田谷 1 一般需要者

７
１

９
“

事業

検査・測定
事業

欠陥住宅予防検査ほか R3.3.15 文京区 1人 一般需要者 121

検査 0測定
事業

雨仕舞未完了部分再検査 R3.3.15 文京区 1人

検査・測定
事業

中古住宅診断 R3.3.15 習志野市 1人 1人

検査・測定
事業

0年 目点検 R3.3。 15 戸田市 1人 1人

検査・測定
事業

R3.3.15 千葉市 1人

検査・測定
事業

率チェック立会ほか R3.3.15 川崎市

検査・測定
事業

中古住宅購入診断 R3.3.15 調布市 1 一般需要者 ｎ
Ｖ

乙
ェ

検査 0測定
事業

築10年 目点検 R3.3。 15 川越市 1人 一般需要者
●
０

９
“

検査・測定
事業

内覧立会 R3.3.15 文京区 1人

検査・測定
事業

1人断熱材検査 R3.4。 15 川崎市

一般需要者



(1)特定非営利活動に係る事業

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千

円)

検査・測定
事業

雨仕舞 (OP検査) R3.4。 15 川崎市 1人 1人

検査 0測定
事業

外部釘打写真チェック R3.4。 15 川崎市 一般需要者 1人

検査・測定
事業

3回 目検査空振 り費用 R3.5。 15 横浜市 一般需要者

検査・測定
事業

住宅購入診断 R3.5。 15 米沢市 一般需要者
ハ
Ｕ

＾
６

検査・測定
事業

欠陥住宅予防検査 R3.6。 15 目黒区 1人 1人 90

検査・測定
事業

OP検査 R3.6。 15 川崎市 1人 1人

検査 0測定
事業

中古住宅診断 R3。 7.15 習志野市 1人 1人

検査・測定
事業

出張相談 R3.7.15 港区 1人

検査・測定
事業

R3。 7.15 古河市 一般需要者

検査・測定
事業

設計委託 (基本計画) R3.7.15 川崎市 一般需要者

検査・測定
事業

出張相談 R3.7.15 蕨市 1人 16

検査・測定
事業

見積書チェック R3。 7.15 渋谷区 1人 1人 ６
０

検査・測定
事業

ェック・ア ドバイス R3.7.15 京都市 1 1人 1

検査・測定
事業

予防検査 R3.7.15 横浜市

検査・測定
事業

1欠陥住宅予防検査ほか R3.7。 15 港 区 一般需要者

1人



(1)特定非営利活動に係る事業

定款に記載
された
事業名

従事者
人数

受益 受益
対象者
人数

事業費
(千

円)

事業内容 日時 場所 対象者
範囲

検査・測定
事業

欠陥住宅予防検査 R3.7.15 船橋市 一般需要者 1人

検査・測定
事業

有料相談 R3。 7。 15 和光市 一般需要者

検査・測定
雨漏調査 R3.7.15 和光市 1

７
１

９
“

事業

検査 0測定
事業

欠陥住宅予防検査ほか R3.7.15 渋谷区 1人 1 11()

検査・測定
事業

出張相談 R3.7。 15 大田区 1人 1人 9

検査・測定
事業

談 R3.7.15 杉並区 1人 1人

検査 測定
予防検査 R3.7.15 横浜市 一般需要者

事業

検査・測定
事業

欠陥住宅予防検査 R3.7.15 京都市 一般需要者

検査・測定
事業

断熱材検査 R3.7.15 京都市 1 19

検査・測定
事業

OP検査 R3.7.15 横浜市 1人 1
６
０

ｒ
Э

検査・測定
事業

出張相談ほか R3.8。 15 1人 1人 ′
０

４
‘

検査・測定
事業

R3.8。 15 春日部市 1人 1()1

検査・測定
見積書チェック R3.8.15 市原市

事業

検査・測定
事業

欠陥住宅予防検査 R3.8。 15 渋谷区

検査・測定
事業

内覧同行 R3.8。 15 渋谷区 1人

一般需要者

27



(1)特定非営利活動に係る事業

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千

円)
人数

検査・測定
事業

出張相談 R3.8。 15 川越市 1人 1

検査・測定
事業

ほ か R3.8。 15 さいたま 1人 1 1

検査・測定
事業

有料相談 R3.8.15 港区 1人

検査・測定
事業

欠陥住宅予防検査ほか R3.8。 15 つくば市 1人

検査・測定
事業

出張相談 R3.8。 15 川口市 一般需要者 1人

検査・測定
事業

欠陥住宅予防検査 R3.8。 15 市川市 1 一般需要者 110

検査・測定
事業

欠陥住宅予防検査ほか R3.8。 15 八王子 1人 104

検査・測定
事業

宅予防検査 R3.9。 15 中野区 1人 108

検査・測定
事業

断熱材検査 R3.9。 15 中野区 1人 23

検査・測定
事業

ほ か R3。 10。 1 川崎市 1人

検査・測定
事業

出張相談 R3.10。 大田区 一般需要者 1人

検査・測定
稼働検査 R2.11. 港区 1 一般需要者

事業

検査 0測定
事業

R3.3。 15 目黒区 1人
ｎ
ё

検査・測定
事業

R3.5。 15 横浜市 17

検査・測定
事業

1人

稼働検査

R3.6.15 新宿区

1人

18



(1)特定非営利活動に係る事業

定款に記載
された
事業名

従事者
人数

受益 受益
対象者
人数

事業費
(千

円)

事業内容 日時 場所 対象者
範囲

検査・測定
事業

稼働検査 R3。 7.15 大田区 1人 ６
５

検査・測定
事業

R3.7.15 京都市 1人 1 17

検査・測定
事業

R3.8.15 世田谷区 1人 1人 1

△ 曇↓
ロ ロ:

4,319



(1)特定非営利活動に係る事業

定款に記載
された
事業名

従事者
受益 受益

対象者
人数

事業費
(千

円)

事業内容 日時 場所
人数

対象者
範囲

△ ヨニ
ロ ロ:

ｎ
ｖ

事業費合計 4,319



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 2年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が∠墨全場合)

づ

亘 柿 :円

び会費収入 935,000

・測定事業 6,453,376
0

37,316
ボランティア事業
教育・啓豪事業

受取利息 175

検査・測定外注費
設計支援外注費

4,319,591

給料手当
法定福利費
福利厚生費

2,304,

207,

4,

旅費交通費
通信費
打合会議費
減価償却費
賃借料
地代家賃
リース料
水道光熱費
消耗品費
租税公課
広告宣伝費
運賃
事務用品費
支払手数料
諸会費
新聞図書費
雑費

117,

446,

2,

51

518,

1,800,

373,



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表
事 業 報 t

づ く

科 |二 | 金  額 小 計 ・ 合 計

現金預金
貯蔵品
未収入金

工具器具備品

ソフ トウェア

19,634,237
600,166

0

20_234.401

6

E

78,125
78,125

0

78 131

【A】 資 産 合 計 ①+② 20,312,534

未払金

預 り金
仮受金

462,

79,212
0

19.674.807
96_4Rl

1 1.9_771`

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 20,312;53{



6 28

令和 2年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人 家づくり援護会

重要な会計方針
計算書類の作成は、 PO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)

によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法

(2)固定資産の減価償却の方法
工具器具備品の減価償却は、定率法によっています。

(3)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスを受け入れた場合は、活動計算書に計上しています。

(4)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

3.固 定資産の増減内訳

科 目
検査・ 測定

事業
設計又破

事業
教育 。啓蒙

事業
審査・保証

事業
事業部門計 管理部門 合計

6,453,376 ｎ

ｖ 37,316 3,400,000

ｒ
０

０
ｖ

０

０

０

０

５

０

　

　

　

　

７

０

　

　

　

　

１

935,000
0

0

9,890,692
175

6.453.376 37.316 3.400.000 935.175 10.825.867

2,304,000
207,448

4.066

2,304,000
207,448

4.066
2.515.514 2.515.514ｎ

Ｖ

ｎ

ｖ

4,319,591 ｎ

ｖ 4,319,591

ｎ
Ｖ

ハ
υ

０

０

０

０

０

Ｑ

０

ｎ
ｖ

Ｏ

一

〇
〇

０

０

０

２

０

９６

2,820
117,300
22,321

1,800,000
83,920

1.867.920

4,319,591
2,820

117,300
22,321

1,800,000
83,920

1.867.920
4.319.591 3.894.281 8.213.872
4.319.591 6.409.795 10.729.386

16 3,400,000

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
法定福利費
福利厚生費
人件費計

(2)その他経費
外注費
会議費
旅費交通費
減価償却費
地代家賃
支払手数料
雑費等
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

科 E

6

78,125

78.131

有形固定資産
工具器具備品

無形固定資産
投資その他の資産

合計

246,

1,025,977 ７
・

６
０

Ｑ
υ

・４

民
υ

６
０

，
一

´
０

ｎ
Ｖ

■
■

1,025,977
246,606



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産
r=■
[:]ヨ

事 業 報 告

特定非営利活動法人 家づくり援護会

ヨ
］

現金預金

現金
小口現金
普通預金 みずほ銀行 新宿南口支店
普通預金 三菱UFJ銀 行 新宿支店

未収入金

工具器具備品

ソフ トウェア

132,174
243,151

15,002,888
4,256,024

19,634,237

600,166
0

600,166
0

20_234_`

6 6

6

78,125 78,125
78,125

【A】 資 産 合 計 ①+② 20,312,534

未払金

預 り金

仮受金

462,034
79,212

0

462,034
79,212

0

541_1

2

【B-1】 負 債 合 計 ③十④ 541,246

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 19,771,288



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 家づくり援護会

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

〇 監事
ウエタ

゛
 タツシ

゛
令和 2年 9月 1日

令和 3年 8月 31日

年

年

月

月

日

日植田達二

９

“ 〇 監事

コヤマ タケシ 令和 2年 9月 1日

令和 3年 8月 31日

年

年

月   日

月 日小山 武

う
０ 〇 監事

オオカ
゛
キ ヤスユキ 令和2年 9月 1日

令和 3年 8月 31日

年  月  日

年  月  日大垣康行

五

‘ 〇
監事

イシカワ カツシケ
゛

令和 2年 9月 1日

令和 3年 8月 31日

年

年

月   日

月 日石川克茂

Ｅ
υ 〇 監事

ノセカ
゛
ワキヨシ 令和 2年 9月 1日

令和 3年 8月 31日

年  月  日

年  月  日長谷川清

6 〇
監事

ハチミネタミオ 令和 2年 9月 1日

令和 3年 8月 31日

年

年

月

月

日

日鉢嶺民雄

7 〇 監事
イマイ マサキ 令和 2年 9月 1日

令和 3年 8月 31日

年 月

月

日

日年今井正樹

8 〇 監事
テラオカ アキヨシ 令和 2年 9月 1日

令和 3年 8月 31日

年

年

月

月

日

日寺岡明良

9 理事 〇

ミヤモト ツトム 令和 2年 9月 1日

令和 3年 8月 31日

年

年

月

月

日

日宮本 勉

10 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 家づくり援護会

氏   名

1
小 山  武

2
植 田 達 二

3
大 垣 康 行

4
石 川 克 茂

5
根 武 谷 恵

´
０

湯 りII 宝 裕

７
，

高 田 ま り

8
前 田 幸 則

9
伊 藤 法 之

10
野 原 敏 男

11

12


